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資料
昭和55年度修士論文要旨
大正、昭和初期の
京都市における保育運動
榊原明美
（教育学）
この論文は、日本近代資本主義の発展段階に
おける、母親労働者とその子どもたちの状態に
ついて、経済的・社会的諸条件との関連も含め
て、とらえかえしていこうとするものである。
その方法としては、民間の保育運動、教化運動、
託児所の法的保護を求める運動といった「運動」
を通して、託児所がどのように形成されていっ
たか、あるいは、性格づけられていったかを考
察した。論文の対象については、第2次世界大
戦前の託児所問題へのアプローチは、中央志向
の傾向が強く、それぞれの地域のかかえていた
問題やその成果が充分掘りおこされていないこ
とから、特に保育の歴史が長い京都市を選んで
考察した。また、時期を大正から昭和初期一厳
密には「救護法」の制定ーまでに限定したのは、
公立託児所の初期の形態に注目したかったため
と、 「伽救規則」の精神がこの時期の「社会事
業」の基幹をなしており、したがって、その一
環としての託児所の性格がとらえやすいと考え
たためである。
第一章の「民間の保育運動」では、全体の運
動のなかにおける、京都での運動に注目して、
無産婦人と託児所、無産者託児所運動、大学セ
ツルメントをとりあげた。そして、これらを東
京に限った特殊な運動としてではなく、京都に
おいても類似の運動、ないしは運動の萌芽形態
が存在していたという仮定のもとに考察してい
った。無産者託児所運動では日本労農救援会準
備会の保育へのとりくみを中心に、無産者託児
所の性格と、その問題性について考察した。第
二章の「京都市における託児所設置について」
では、慈恵救済的な託児所としての子守学校、
工場付設託児所、農繁期託児所と、公立託児所
について考察した。第2次大戦前の託児所は、
①低賃金労働力の確保と生産性の向上 R激化
する労働争議、小作争議に対する治安対策 ⑧ 
崩壊しつつある日本家族制度の再編成 といっ
た役割を担わされていたと考えることができる
が、慈恵救済的な託児所ならびに公立託児所を
考察していくなかで、これらの役割をより明確
にしていった。子守学校については、京都私立
子守学校、工場付設託児所については、鐘ケ淵
紡績株式会社を中心に考察した。また、農繁期
託児所については、対象を京都府にまで拡大し
た。公立託児所については、その設置背景と成
立について考察した。公立託児所の設置は、米
騒動に代表される社会不安を直接的な原因とし
ながらも、ロシア革命に対する支配階級の脅威、
慈善事業から社会事業への転換の必要性、天皇
家・財閥からの寄付、乳幼児死亡率の社会問題
化等の要因によって現実化した。それは民衆の
運動によってかちとられたのではなく、上から
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の教化運動の~ 京都
市では、家庭教育の補助機関として、また、地
域の教化事業の一環としての役割を担いつつ、
三条託児所、養正託児所、崇仁託児所、楽只託
児所、錦林託児所、壬生託児所が開設された。
当時の資料を中心に、これら公立託児所の保育
内容と方法、保育料、職員ー特に保母の養成、
資格、待遇一健康管理について考察した。ま
た、公立託児所にみられるような、幼児の保護
については、民間レベルでも種々の方法が考案
され、実施された。第三章の「『託児所令』制
定にむけて」では、幼稚園令と、その批判のう
えに醸成された「託児所令」の制定にむけての
運動について考察した。幼稚園令は幼稚園に託
児所的性格をもたせたということで、一応の評
価はできるが、それがすべての幼児に差別なく
幼稚園教育を開放することにつながらなかった
ところに問題があった。さらに、幼稚園令は託
児所に対して、いかなる制度的改善・充実をも
与えるものではなかった。そして、託児所独自
の法的保障に対する要望の高まりのなかで、幼
稚園と託児所の内容上の一示；化にむけての、種
種の意見が提出された。そこには、同年齢の幼
児に対する異なる保育体系の存在への批判がこ
められていた。終章では、全体に対する反省を
含みつつ、今後の研究の方向性を明示している。
無関連刺激を用いた逆転・半逆転
移行学習における発達的研究
橋爪 香月
（心理学）
弁別移行学習における発達的変化をKendler
(1962)は媒介仮説によって説明した。そして、
媒介の基本要因は言語にあると主張する。•
Shaeffer & Ellis Cl970)、Bogarts (1965) 
は、非次元性の媒介説を主張するなど、学習理
論の立場において多くの論議がなされている。
しかし、最近、梶田 (1972)は認知論の立場か
ら、論理操作の発達的変化として説明した。そ
こで本研究は、論理操作に基づく学習方略の発
達的変化をみることを試みた。
幼児、小学校2年生、そして4年生を対象と
して、無関連な刺激（絵カード）を用いて、 4
剌激課題と 8剌激課題における逆転・半逆転移
行 (RS-•HRS) 学習の成績を比較検討した。
4年生は、両課題においてRSをHRSよりも容
易に学習した。 2年生は両課題において RSも
HRSも同様に学習した。 幼児は、 8剌激課題
を学習することが困難であり、 4刺激課題のみ
行なわれた。幼児はHRSよりも RSを容易に
学習した。 8刺激課題でHRSの成績は2年も
4年も同じであった。しかし、 4剌激課題では
年齢の増大とともにHRSは容易になった。さ
らに下位問題分析を行なったところ、 4年生は
先行学習での刺激集合の排中律を利用してRS
を学習し、 4剌激課題でのHRSでは先行学習
と同様に反応し、フィード・バックによって
HRS-u刺激とHRS-c剌激とを区別する方略
を用いていた。しかし、 8剌激課題ではそのよ
うな方略はみられなかった。 2年生は、先行学
習での学習を移行学習に利用できず、先行学習
と移行学習とを異なる課題として学習した。幼
児は、 HRSにおいて移行後初期は先行学習と
同様に反応し、漸次プロックの増大とともに、
逆転反応を行ない、固執的な反応傾向を示した。
以上の結果から次のような学習方略を考える
ことができる。 1.先行学習を排中律の論理操作
を行なって学習する。 2移行後の第 1プロック
でのフィード・バックによって、先行学習と移
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行学習課題の 2課題があることに注目する。 3.
先行学習と移行学習課題に仮説検証活動によっ
て、対応関係があるかどうかに注目し、もし、 難聴乳幼児の聴能言語訓練について
対応関係があるならば、 1の排中律を利用する。 一早其月訓練プログラム作制の試みー
もし対応関係がないならば、先行学習とは異な
る新しい課題として学習する。 4.先行学習と部
分的な対応関係がある場合、先行学習と同様に
反応し、フィード・バックによってHRS-c剌
激とHRS-u剌激とを区別し、 HRS-c剌激の
反応のみを逆転させる。
幼児は、 1の排中律の論理操作を行なうこと
ができないために8剌激課題を学習できなかっ
たのだろう。また、先行学習と移行学習との対
応関係をみることなく、移行学習において、先
行学習と同様に反応するか、あるいは、経験的
に慣れ親しんでいる反応を単に反対することに
よって反応するため、 RSは容易であるがHRS
は非常に困難であったのだろう。 4年生は、 1
から 4の学習方略を効果的に用いるので、 RS
もHRSも幼児や 2年生よりも容易に学習した
のであろう。しかし、剌激数の増大とともに、
4の学習方略を用いることは困難である。 2年
生はこれらの学習方略を効果的に用いることへ
の過渡期であろう。
Kendlerの主張する媒介の基本要因とする言
語は、排中律の論理操作や先行学習と移行学習
との対応関係を把握することができる時、それ
らの操作を促進する機能をもつものであって、
言語が媒介の基本要因ではないということを上
記の結果は示唆する。そして、これらのことか
ら、 Reese(1962)、Kendler(1972)の指摘
する言語媒介欠陥仮説は、論理操作の欠陥によ
って生じる現象と言えよう。
土橋祐子
（心理学）
巨難聴児の早期教育について、筆者な
りの見解をいくつか述べる。 (1)難聴児の持つ問
題点について。乳幼児の難聴の最大の問題点は、
人間が人間として生きていく上で、非常に重要
な意味を持つ言語の習得が決定的に遅れるとい
うことである。 (2)難聴の早期発見の重要性につ
いて。聴能訓練によって聴能の発達を促し、言
語習得の臨界期をのがさないようにするために
も、また難聴の二次障害としてのコミュニケー
ション障害を初期のうちに予防するためにも、
難聴の早期発見は非常に重要である。 (3)早期訓
練について。 (al訓練開始の時期は、理想的には
生後1-2か月頃が望ましい。これは聴覚によ
るコミュニケーション障害を予防するためであ
る。 (bl訓練の内容の原則は、全人格的発達の保
障を基本とした聴能言語訓練を行なう、という
ことである。 (4)本論文の目的は、現在筆者が行
なっている難聴乳幼児の早期訓練をより円滑に
すすめ、子どもたちにより適切な指導を行なう
ため、全人格的発達の保障を基本とした難聴乳
幼児のための早期訓練プログラムを作製するこ
とである。
12難聴訓練の概要1筆者がこの 5年間実際に
訓練にたずさわってきた大阪府の難聴幼児早期
訓練について、その実際の形態と内容を簡単に
紹介する。
13訓練プログラムの作製I(1)基本方針 (al難
聴児の全人格的発達を保障するようなものであ
-30-
ること。 (b瞳複障害児の訓練にも利用可能な
ように、基礎的な項目も含めること。 (c家庭
教育の参考となるような項目も含めること。 (2)
プログラムの構成は、全体を運動、生活習慣、
社会性、認知、言語の 5つの領域に分け、それ
ぞれの領域ごとにさらにいくつかのまとまりの
ある分野に分けている。そして各分野ごとに訓
練項目を発達段階にしたがって配列し、各訓練
項目には訓練するのに適当と思われる子どもの
年齢を記してある。 (3)作製方法について、過去
5年間に筆者が実際に行なってきた訓練を体系
的に組みあわせ、各種の文献を参考にして訓練
項目や訓練内容を設定した。 (4)訓練項目の設定
目標ならびに設定理由について、それぞれ簡単
に述べる。
14, 訓練プログラム実施の手引き1(1)訓練のす
すめ方は、まず子どもの発達段階をよく見きわ
めた上で、そのときのその子どもに適当かつ必
要な訓練を年齢基準を参考にして各領域、各分
野からいくつか選び、同時に平行して訓練をす
すめていく。 (2)進度表について。具体的に訓練
をすすめていく上で便利なように各訓練項目を
まとめて一覧表にし、訓練進度表を作製した。
その具体的な使い方と利点について記す。 (3)訓
練形態は特に指定しない。訓練を受ける子ども
たちの個性やいろいろな訓練形態との相性がそ
れぞれみんな異なるからである。したがって訓
練者が子どもの状態をみて、適切に判断しなけ
ればならない。 (4)訓練方法も同様の理由により
具体的には記していない。訓練者がそのときの
その子どもの状態にあわせて工夫しなければな
らない。最後に、訓練にあたる場合の筆者なり
の原則をいくつか記しておく。
15訓練プログラムIA. 運動 I手足の運動
I頭部の運動 皿体の回転（寝返り） Wほふ
< V座位、立位、歩行 VI粗大運動 ＂平衡
感覚圃手指の運動 B. 生活習慣 I基本的
生活パターン Il食事 皿排泄 IV衣服の着脱
V清潔 C. 社会性 I情緒 I対人関係 皿
社会性 1V遊び D. 認知 I聴覚 ①音②
音楽③音声 C心ことば Il視覚む覗覚受容
② マッチング ③色と形の弁別 ④大小関係
碑短関係⑤視覚構成皿触覚 1V概念①
概念形成 ②身体像の形成 (3)数既念 V絵画製作
譴画②工作 E.言語 I口腔機能む吸
う ②かむ (3)吹く（呼吸の調節） C心舌運動
⑤口唇運動 ⑥うがい I発声 ①自然発声
嘘識的発声 8速｝音の発声 ＠その他の音の
発声 皿動作言語①指さし行動の形成②身
振り言語 ③手がかり剌激の弁別 IV Cued 
Speech (手がかり言語） ①口形〔2)Cue
各領域(A. B. C…)、各分野(I. I. 皿
…)、各プロック (1 2 3…)ごとに、適
切な（と思われる）訓練項目を設定してある。
ビ本訓練プログラムの問題点、反省、
今後の課題などについて述べる。
短時間呈示された
Miiller-Lyer錯視図形の知覚
深井 登
（心理学）
Muller -Lyer錯視図形を800msec.以下で
短時間呈示することによって、剌激縮減条件下
の錯視量を測定し、剌激呈示時間の変化および
剌激呈示面の照度の変化が錯視におよぼす影響
について実験的に検討を加えた。
剌激図形の呈示は暗室内でタキストスコープ
を用いて行ない、呈示時間は、 200msec.400 
msec. 800msec. の3種類、剌激呈示面の照
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度は、タキストスコープの光源から刺激呈示面
までの距離を 150cmと212cmとに変化させる
ことにより 2対1の2種類を設定した。
実験に用いたMuller-Lyer錯視図形は、主
線の長さ 100mm、主線の太さ 1mm、挟辺の長
さ33mm、挟辺の太さ 0.2mm、挟角 60° の標
準図形である。
呈示条件は、 1)呈示時間が等しく照度が異
なる条件 (II•III). 2)呈示時間が異なり、
照度の等しい条件 (I• II 、 III• IV) . 3)視
覚系全体として受けとる総光量が等しく、呈示
時間および照度ともに異なる条件 (l•III 、 II
• IV) . の3種である。
挟辺の描いてある実験図形と挟辺の描いてい
ない主線のみの統制図形の主観的等価値を恒常
法によって測定し、それらの差として錯視量を
算出した結果、すべての条件において正の錯視
が生じた。
さらに、各条件で得られた錯視量を相互に比
較した結果 1)照度が異なる場合でも、呈示
時間が等しければ錯視量に差が認められない。
2)照度が等しくとも、呈示時間400msec,以
下では、呈示時間の短縮によって錯視量が減少
する。 3)呈示時間400msec.以上では、錯視
量は一定となる。 4)総光量が等しくとも、呈
示時間が異なれば錯視量に差が生じる、ことが
明らかになった。
また、各条件における弁別閾を比較した結果、
剌激呈示面の照度が増大することにより弁別
が小さくなり、かつ、弁別閾と呈示時間とは無
関連であることが明らかになった。
以上の結果より、剌激呈示面の照度の増大は
図形の大きさ判断を容易にするが、錯視には影
響を与えず、剌激呈示時間のみが錯視に影響を
与え、かつ、呈示時間がより短かくなるにした
がい錯視量も減少することが示された。
この結果は、 400msec.以下の呈示時間では
挟辺の不完全知覚が生じるために錯視量が減少
し、しかも、呈示時間の短縮による挟辺の線分
の縮減を照度の増大によって補償できないこと
を示すものであると考えられた。
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